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1．今回の改定までの経過

平成 26年 3月 5日，官報に平成 26年度診療報酬改

定の内容が公表された．当委員会では，前回の平成

24年度診療報酬改定後，学会誌やリハニュースなど

によってリハビリテーション（以下，リハ）関連項目

の改定についてその概要を報告するとともに，リハ医

学会会員を対象としたアンケート調査などを行い，平

成 24年度診療報酬改定に対する意見や平成 26年度診

療報酬に向けての提案や対応についての意見を調査し

た．それらの結果をもとに当委員会内での議論を重ね

るとともに，内科系学会社会保険連合（内保連），外

科系学会社会保険連合（外保連）の関連委員会の他学

会と協議を重ね，共同提案（表 1）を行った．また，

今回はリハ医療関連団体協議会（日本リハ医学会，日

本リハ病院・施設協会，回復期リハ病棟協会，全国デ

イ・ケア協会，日本訪問リハ協会，日本理学療法士協

会，日本作業療法士協会，日本言語聴覚士協会，日本

リハ看護学会・国際リハ看護研究会（2団体共同））

の診療報酬分科会においても協議を行い，9団体の連

名で提案書（表 2）を提出した．

2．平成 24年診療報酬改定のリハ関連項目概要

1）概要

今回の改定は，「入院医療・外来医療を含めた医療

機関の機能分化・強化と連携，在宅医療の充実等に取

り組み，医療提供体制の再構築，地域包括ケアシステ

ムの構築を図る．」という基本認識のもと，重点課題

として入院医療・外来医療を含めた医療機関の機能分

化・強化と連携，在宅医療の充実等が取り上げられ，

改定率では，診療報酬本体では＋0.73％，薬価で

－0.63％，全体で＋0.1％の改定であった．診療報酬

改定の全体についての詳細は，厚労省ホームページに

公表されている．

平成 26年度社会保険診療報酬改定におけるリハ医

療に関連する部分で，新設，変更・追加のあった項目

の一覧（表 3）に示し，以下改正の概要について述べ

る．

2）リハ関連新設項目

① ADL維持向上等体制加算

急性期医療において入院中の患者の日常生活機能

（以下ADLという）の維持，向上等を目的として，7：

1，10：1入院基本料を算定している病棟に専従の常

勤の PT，OT，STが 1名以上配置され，入院患者に

定期的な ADLの評価・ADL維持，向上等を目的とし

た指導，カンファレンスなどが行われた場合に，患者

1人につき入院日から起算して 14日を限度に認めら

れた．一定の施設基準を満たすことが条件であるが，

その中の常勤医師要件については，リハ医療に関する

3年以上の経験を有し，適切なリハ研修を修了してい

ることとされ，この研修会には疑義解釈（Q&A）に

て，本学会が主催する「急性期病棟におけるリハ医師

研修会」を指すとされた．また，疑義解釈では，

「ADL維持向上等体制加算」の算定を終了した当該病

棟の患者に対し，引き続き疾患別リハビリテーション

等を提供することは差し支えないとされた．ただし，

理学療法士等が提供できる疾患別リハビリテーション

等は，1日 6単位までとなった．

② 回復期リハビリテーション病棟入院料　体制強化

加算

回復期リハ病棟での患者の早期機能回復及び早期退

平成 26年度リハビリテーション医学に関連する社会保険診療報酬改定について

日本リハビリテーション医学会社会保険等委員会

　　担当理事　石川　　誠，水落　和也

　　　委員長　川手　信行（報告担当）（平成 26年 3月 31日まで）

　　　委　員　赤澤　啓史，岩田　　学，大塚　健一，木村　浩彰

　　　　　　　小山　照幸，近藤　国嗣，菅原　英和，杉原　勝宣

　　　　　　　赤星　和人，田中宏太佳（平成 26年 3月 31日まで）

　　　　　　　黒木　洋美，速水　　聰（平成 26年 4月 1日から）
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院を促進するために，専従の常勤医師 1名（リハ医療

に関する 3年以上の経験・リハに係る研修を修了）以

上及び常勤社会福祉士 1名（退院調整に関する 3年以

上の経験を有する者）以上配置されていることとされ

た．（表 4参照）

③地域包括ケア病棟入院料

亜急性期入院医療管理料が廃止され，急性期治療を

経過した患者及び在宅において療養を行っている患者

等の受け入れ並びに患者の在宅復帰支援等を行う機能

を有し，地域包括ケアシステムを支える役割を担う病

棟として，特定機能病院以外の保健医療機関として新

たに新設され，病室または病棟に専従のリハ関連療法

士の配置が規定された．

④介護保険リハビリテーション移行支援料

要介護被保険者における標準算定日数超えの外来リ

ハの月 13単位までという規定は平成 28年 3月まで延

長されたが，次回改定でのこの項目の削除について明

示された．これに向けて，維持期のリハ（脳血管疾患

等リハ・運動器リハの注 4に示される発症，手術又は

急性増悪から 180日・150日を超えてリハを行った場

合）を受けている入院中の患者以外の者に対して，患

者の同意を得て，適切な介護保険のリハ（訪問・通所

リハ，介護予防訪問・通所リハ）へ移行するため，介

護支援専門員と連携し，介護サービス計画書作成を支

援した上で，介護保険によるリハを開始し，維持期リ

ハを終了した場合に，患者一人につき 1回限り算定が

認められた．

⑤その他

・リハビリテーション総合計画提供料：地域連携診療

計画管理料等を算定した患者について，退院後の外来

リハを担う医療機関に対して，リハ総合計画を提供し

た場合，発症，手術又は急性増悪から 14日以内に限

り，退院時に 1回，算定が認められた．ただし，当該

患者が他の保険医療機関に入院をするために転院をし

た場合には算定はできない．

・経口摂取回復促進加算：鼻腔栄養を実施している患

者又は胃瘻を造設している患者に対して，摂食機能療

法を実施した場合に算定が認められた．当該患者に対

しては，月 1回以上，内視鏡下嚥下機能検査又は嚥下

造影を実施し，医師，歯科医師，言語聴覚士，理学療

法士，管理栄養士等の多職種によってその検査結果を

踏まえたカンファレンスを月 1回以上行うこと，転院

表1　日本リハ医学会からの提案項目（内保連・外保連）

内保連提案項目

未収載
　 1　  リハビリテーション処方料（内保連・外保連共同

提出）
　 2　 A型ボツリヌス療法施行前後のリハビリテーショ

ン料
　 3　義肢装具適合判定検査料
　 4　障害者日常生活指導料
既収載
　 5　神経学的検査のリハ科専門医追加
　 6　がんリハの算定条件の緩和・改訂
　 7　 救命救急・特定集中治療室管理料・ハイケアユ

ニット入院管理料施設基準の改訂（PT／OTの配
置）

　 8　 回復期リハビリテーション病棟入院料　ボツリヌ
ス治療の包括外化

　 9　 標準的リハ算定日数超える患者に対する月 13単位
までの外来リハ実施の継続

外保連提案項目

未収載
　 1　コンピュータによる筋力検査
　 2　手指巧緻性機能検査
　 3　リハビリテーションカンファレンス
既収載
　 4　間歇的導尿（算定期限の撤廃及び増点）

表 2　日本リハ医学会からの提案項目

リハ医療関連団体協議会（９団体）の改訂提案項目

　 1　急性期リハビリテーション加算の新設
　 2　 回復期リハビリテーション病棟入院料１の要件の

見直し
　 3　 回復期リハビリテーション病棟入院料適応疾患の

追加
　 4　 回復期リハビリテーション病棟入院料の包括から

除外
　 5　リハビリテーション処方料（指示料）の新設
　 6　廃用症候群の説明への追記
　 7　外来リハビリテーション診療料の説明に関する修正
　 8　 小児外来リハビリテーション教育機関情報提供料

の新設
　 9　 維持期リハビリテーションに関する月 13単位の期

間延長
　10　 神経学的検査のリハビリテーション科医師の追加
　11　間欠的経口経管栄養法実施料の新設
　12　嚥下調整食の評価
　13 　訪問リハビリテーションの説明の追記
　14　 訪問リハビリテーションの医療保険と介護保険の

併用期間の設定
　15　 リハビリテーション施設基準における専門職種の

追加
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時には嚥下機能の状態並びに患者・家族への説明及び

指導内容の情報提供を行うこと，当該保健医療機関内

に摂食機能療法担当の専従常勤言語聴覚士が 1名以上

配置されていることなどの基準がある．

・認知症患者リハ料：重度認知症の患者（認知症治療

病棟入院料を算定する患者又は認知症疾患医療セン

ターに入院している患者）に対して，認知症の行動・

心理症状の改善及び認知機能や社会生活機能の回復を

目的として，作業療法，学習訓練療法，運動療法等を

行った場合に算定が認められた．認知症リハに関して

診療項目
診療報酬点数

24年　 26年

基本診療料
一般病棟入院基本料

12 ADL維持向上等体制加算 25
特定機能病院入院基本料

10 ADL維持向上等体制加算 25
第 3節　特定入院料
回復期リハビリテーション病棟入院料（1日につき）

1 回復期リハビリテーション病棟入院料 1 1911 2025＊

2 回復期リハビリテーション病棟入院料 2 1761 1811
3 回復期リハビリテーション病棟入院料 3 1611 1657

注 2 休日リハビリテーション提供体制加算 60 60＊

注 3 リハビリテーション充実加算 40 40
注 5 体制強化加算 200
亜急性期入院医療管理料 削除

1 亜急性期入院医療管理料 1 2061 削除
2 亜急性期入院医療管理料 2 1911 削除

地域包括ケア病棟入院料（1日につき）
1 地域包括ケア病棟入院料 1 2558
2 地域包括ケア病棟入院医療管理料１ 2558
3 地域包括ケア病棟入院料２ 2058
4 地域包括ケア病棟入院医療管理料２ 2058

特掲診療料
外来リハビリテーション診療料

1 外来リハビリテーション診療料１ 69 72
2 外来リハビリテーション診療料 2 104 109

介護保険リハビリテーション移行支援料 500

第７部　リハビリテーション
第１節　リハビリテーション料
心大血管リハビリテーション料

1 心大血管リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位） 200 205＊

2 心大血管リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位） 100 105
注 2 早期リハビリテーション加算 30 30
注 3 初期加算 45 45

脳血管疾患等リハビリテーション料
1 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位）
イ ロ以外の場合 245 245
ロ 廃用症候群の場合 235 180

2 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位）
イ ロ以外の場合 200 200
ロ 廃用症候群の場合 190 146

3 脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅲ）（1単位）
イ ロ以外の場合 100 100
ロ 廃用症候群の場合 100 77

診療項目
診療報酬点数

24年　 26年

注 2 早期リハビリテーション加算 30 30＊

注 3 初期加算 45 45＊

注 4 180日を超えた場合（標準算定日超え 13単位／月）
イ 脳血管等リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位）
（1）（2）以外の場合 221 221
（2）廃用症候群の場合 212 162
ロ 脳血管等リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位）
（1）（2）以外の場合 180 180
（2）廃用症候群の場合 171 131
ハ 脳血管等リハビリテーション料（Ⅲ）（1単位）
（1）（2）以外の場合 90 90
（2）廃用症候群の場合 90 69

運動器リハビリテーション料
1 運動器リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位） 175 180＊

2 運動器リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位） 165 170
3 運動器リハビリテーション料（Ⅲ）（1単位） 80 85

注 2 早期リハビリテーション加算 30 30＊

注 3 初期加算 45 45＊

注 4 150日を超えた場合（標準算定日超え 13単位／月）
イ 運動器リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位） 158 163
ロ 運動器リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位） 149 154
ハ 運動器リハビリテーション料（Ⅲ）（1単位） 80 85

呼吸器リハビリテーション料
1 呼吸器リハビリテーション料（Ⅰ）（1単位） 170 175
2 呼吸器リハビリテーション料（Ⅱ）（1単位） 80 85

注 2 早期リハビリテーション加算 30 30
注 3 初期加算 45 45

リハビリテーション総合計画評価料 300 300
注 2 入院時訪問指導加算 150
リハビリテーション総合計画提供料 100
摂食機能療法（1日につき） 185 185
注 2 経口摂取回復促進加算 185
障害児（者）リハビリテーション料（1単位）

1 6歳未満の患者の場合 220 225
2 6歳以上 18歳未満の患者の場合 190 195
3 18歳以上の患者の場合 150 155

がん患者リハビリテーション料（1単位） 200 205
認知症患者リハビリテーション料（1日につき） 240
集団コミュニケーション療法料（１単位） 50 50

新設項目 　＊内容・施設基準等に変更有り

表 3　リハ医療関連項目（新設，変更・追加項目）
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十分な経験を有する医師の指導監督の下，理学療法

士，作業療法士又は言語聴覚士が個別に 20分以上の

リハを行った場合に算定できる（施設基準あり）．

・入院時訪問指導加算：回復期リハ病棟入院料を算定

する患者で，当該病棟への入院日前 7日以内又は入院

後 7日以内に患者の同意を得て，医師，看護師，理学

療法士，作業療法士又は言語聴覚士のうち 1名以上

が，必要に応じて社会福祉士，介護支援専門員，介護

福祉士等と協力して，退院後生活する患家等を訪問

し，患者の病状，退院後生活する住環境（家屋構造，

室内の段差，手すりの場所，近隣の店までの距離等），

家族の状況，患者及び家族の住環境に関する希望等の

情報収集及び評価（評価書（表 5）の作成，診療録へ

の添付が必要）を行い，かつリハ総合実施計画を作成

した場合に，入院中に 1回に限り算定することが認め

られた．

表 4　体制強化加算の施設基準

（1）　 回復期リハビリテーション病棟入院料 1の届出を
行っていること．

（2）　 当該病棟に専従の常勤医師 1名以上及び専従の常勤
社会福祉士 1名以上配置されていること．

（3）　 （2）に掲げる医師については，以下のいずれも満
たすこと．

ア　 リハビリテーション医療に関する 3年以上の経験を
有していること．

イ　 適切なリハビリテーションに係る研修を修了して
いること．

（4）　 （3）のイに掲げるリハビリテーションに係る研修
とは，医療関係団体等が開催する回復期のリハビ
リテーション医療に関する理論，評価法等に関す
る総合的な内容を含む数日程度の研修（修了証が交
付されるもの）であり，研修期間は通算して 14時
間程度のものをいう．なお，当該研修には，次の
内容を含むものであること．

ア　回復期リハビリテーションの総論
イ　脳血管リハビリテーション
ウ　運動器リハビリテーション
エ　回復期リハビリテーションに必要な評価
オ　高次脳機能障害
カ　摂食嚥下，口腔ケア
キ　地域包括ケア

（5）　 （2）に掲げる社会福祉士については，退院調整に
関する 3年以上の経験を有する者であること．

（6）　 （3）の要件のうち，イに規定するリハビリテー
ションに係る研修要件の適用については，平成 27
年 4月 1日からとすること．

表 5　入院時訪問指導評価書
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3）リハ関連変更・追加項目

①疾患別リハビリテーション

・廃用症候群に対するリハの見直し：廃用症候群に対

するリハの評価の適正化と対象者の明確化が行われ，

診療報酬が減額された．廃用症候群の対象となる患者

は，外科手術又は肺炎等の治療時の安静による廃用症

候群の患者であって，治療開始時において，FIM 115

以下，BI 85以下の状態等のものであり，心大血管疾

患リハ料，運動器リハ料，呼吸器リハ料，障害児（者）

リハ料又はがん患者リハ料の対象となる患者を除く事

が明示された．また，廃用症候群として脳血管疾患等

リハ料を算定する場合は，廃用をもたらすに至った要

因，臥床・活動性低下の期間，廃用の内容，介入によ

る改善の可能性，改善に要する見込み期間，前回の評

価からの改善や変化，廃用に陥る前の ADLについて

表 6を用いて，月ごとに評価し，診療報酬明細書に添

付する又は同様の情報を摘要欄に記載するとともに，

その写しを診療録に添付することが明記された．

・初期加算および早期加算の算定要件の変更：脳卒中

および大腿骨頚部骨折の患者について，リハ早期加算

を入院中から引き続き実施する場合に限り，同一医療

機関でも別の医療機関の外来でも算定が可能であると

変更された．

・心大血管リハビリテーション料の施設基準の変更：

必要に応じて，心機能に応じた日常生活活動に関する

訓練等の心大血管疾患リハに係る経験を有する作業療

法士が勤務していることが望ましいことが追加され

た．

・運動器リハビリテーション料（Ⅰ）の算定の変更：

入院中のみの算定であったが，外来患者でも算定可能

となった．

・その他，脳血管等リハを除くほぼすべての疾患別リ

ハ料が増額（5点）された．

3．おわりに

平成 26年度診療報酬改定項目のなかで，リハ医療

表 6　廃用評価表
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に関連する項目で新設，変更・追加された項目に限っ

て，その概要を報告した．内容や解釈について，誤解

が生じる可能性もあり，厚生労働省のホームページな

どで再度確認をお願いしたい．また，今後，厚生労働

省保健局医療課の通知等によって内容が変更された

り，各地方社会保険事務局によって異なる見解がなさ

れる場合もあり注意を要する．

当委員会では，今回の改定に向けた準備を前回平成

24年度診療報酬改定の発表後から約 2年間かけて学

会内外のリハ関連団体とも連絡を取り合い，精力的に

改定へ向けての提案書作成を取りまとめてまいりまし

た．残念ながら，すべての提案項目が認められるには

至りませんでしたが，他学会・他団体と協力して作成

して参りました共同提案につきましては，リハの重要

性がある程度，評価されたと考えております．特に急

性期病棟における ADL維持向上等体制加算において，

医師要件の研修会に本学会の主催する研修会（「急性

期病棟におけるリハ医師研修会」）と明示されたこと

や，早期リハ加算や初期加算，運動器リハ 1などで外

来でも算定が認められたこと，回復期リハにおける体

制強化加算，介護保険リハ移行支援料など，これから

の地域包括ケアシステムの中でのリハの重要性が再認

識されたものと考えています．

今後，当委員会では，平成 26年度診療報酬改定の

リハ医療に対する影響や会員の先生方のご意見，また

平成 28年度診療報酬改定に向けての先生方のご意向・

ご意見をアンケート調査などを通じて集約し反映させ

ていく予定です．引き続き会員の先生方のご協力を賜

りますよう心よりお願い申し上げます．
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